
１．平成16年９月中間期の業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

２．平成17年３月期の連結業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

   平成16年５月20日に発表いたしました業績予想に変更はございません。 

平成17年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成16年11月15日

会社名 ジグノシステムジャパン株式会社 上場取引所 株式会社大阪証券取引所 

(ヘ ラ ク レ ス 市 場) 

コード番号 4300 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.gignosystem.com)

代表者 役職名 代表取締役社長 

  氏名 飯田 桂子 

問い合わせ先 責任者役職名 取締役経営管理部長 

  氏名 吉浜 直人 ＴＥＬ  （ 03 ） 3556 － 7737 

決算取締役会開催日 平成16年11月15日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成―年―月―日 単元株制度採用の有無 無 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年９月中間期 2,151 (△17.2) 383 (△30.7) 385 (△30.1)

15年９月中間期 2,598 ( △2.6) 552 ( △5.0) 552 ( △5.1)

16年３月期 5,002   1,085   1,085  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭

16年９月中間期 211 (△33.5) 3,134 27

15年９月中間期 318 (△34.6) 4,765 83

16年３月期 639   9,232 28

（注）①期中平均株式数 16年９月中間期 67,474株 15年９月中間期 66,737株 16年３月期 67,048株

②会計処理の方法の変更 無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況   

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

  円 銭 円 銭

16年９月中間期 0 00     ――――――  

15年９月中間期 0 00     ――――――  

16年３月期     ―――――― 1,500 00  

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

16年９月中間期 5,470 4,232 77.4 62,729 78

15年９月中間期 4,772 3,498 73.3 52,121 86

16年３月期 5,518 4,169 75.6 61,490 86

（注）①期末発行済株式数 16年９月中間期 67,474株 15年９月中間期 67,129株 16年３月期 67,474株

②期末自己株式数 16年９月中間期 ―株 15年９月中間期 ―株 16年３月期 ―株
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５．個別中間財務諸表等 

(1）中間貸借対照表 

    
前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度要約貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   2,393,867 2,678,936 2,589,940 

２ 売掛金   1,424,344 1,174,518 1,295,532 

３ たな卸資産   2,152 4,901 － 

４ その他   129,042 76,977 84,701 

５ 貸倒引当金   △19,012 △11,125 △14,888 

流動資産合計     3,930,395 82.4 3,924,208 71.7   3,955,286 71.7

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１     

(1）器具及び備品   154,438 110,441 126,519 

(2）その他   17,784 18,162 16,654 

有形固定資産合計     172,223 3.6 128,603 2.4   143,174 2.6

２ 無形固定資産     53,657 1.1 81,385 1.5   55,237 1.0

３ 投資その他の 
資産 

      

(1）投資有価証券   566,306 1,186,997 1,214,325 

(2）その他   50,184 149,535 150,184 

投資その他の資産
合計 

    616,490 12.9 1,336,533 24.4   1,364,509 24.7

固定資産合計     842,371 17.6 1,546,522 28.3   1,562,922 28.3

資産合計     4,772,766 100.0 5,470,730 100.0   5,518,208 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度要約貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   720,553 586,010 652,679 

２ 未払法人税等   222,835 148,237 170,343 

３ 賞与引当金   39,567 37,346 36,587 

４ その他 ※２ 194,531 165,830 170,610 

流動負債合計     1,177,487 24.7 937,425 17.1   1,030,221 18.6

Ⅱ 固定負債       

１ 繰延税金負債   － 300,676 318,953 

２ その他   96,390 － － 

固定負債合計     96,390 2.0 300,676 5.5   318,953 5.8

負債合計     1,273,878 26.7 1,238,102 22.6   1,349,174 24.4

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     1,114,819 23.4 1,126,896 20.6   1,126,896 20.4

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   741,978 754,054 754,054 

２ その他資本剰余
金 

  300,000 300,000 300,000 

資本剰余金合計     1,041,978 21.8 1,054,054 19.3   1,054,054 19.1

Ⅲ 利益剰余金       

中間（当期） 
未処分利益 

  1,177,140 1,588,363 1,498,093 

利益剰余金合計     1,177,140 24.7 1,588,363 29.0   1,498,093 27.2

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    164,949 3.4 463,314 8.5   489,989 8.9

資本合計     3,498,888 73.3 4,232,628 77.4   4,169,033 75.6

負債資本合計     4,772,766 100.0 5,470,730 100.0   5,518,208 100.0 
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(2）中間損益計算書 

    
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,598,577 100.0 2,151,140 100.0   5,002,706 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,549,032 59.6 1,251,232 58.2   2,942,140 58.8

売上総利益     1,049,545 40.4 899,907 41.8   2,060,565 41.2

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    496,928 19.1 516,765 24.0   974,736 19.5

営業利益     552,616 21.3 383,142 17.8   1,085,829 21.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   136 0.0 3,524 0.1   401 0.0

Ⅴ 営業外費用     308 0.0 676 0.0   987 0.0

経常利益     552,445 21.3 385,990 17.9   1,085,242 21.7

Ⅵ 特別利益     989 0.0 －   1,139 0.0

Ⅶ 特別損失     2,017 0.1 24,480 1.1   2,745 0.0

税引前中間 
（当期）純利益 

    551,416 21.2 361,509 16.8   1,083,637 21.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  222,853 143,850 428,607 

法人税等調整額   10,502 233,355 9.0 6,177 150,028 7.0 16,015 444,623 8.9

中間（当期） 
純利益 

    318,060 12.2 211,481 9.8   639,013 12.8

前期繰越利益     859,079 1,376,882   859,079

中間（当期） 
未処分利益 

    1,177,140 1,588,363   1,498,093
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(3）中間キャッシュ・フロー計算書 

 当社は、当中間連結会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、中間会計期間に係るキャッシュ・フロー計算

書については、中間連結財務諸表に記載しております。 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 営業収入 2,705,516 

２ 商品及びコンテンツの仕入れによる支出 △1,378,536 

３ 人件費の支出 △267,176 

４ 債権回収手数料の支出 △256,423 

５ その他の営業支出 △226,872 

小計 576,506 

６ 利息及び配当金の受取額 89 

７ 法人税等の支払額 △392,567 

営業活動によるキャッシュ・フロー 184,028 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 定期預金の預入れによる支出 △800,000 

２ 有形固定資産の取得による支出 △71,060 

３ ソフトウェアの取得による支出 △20,000 

４ 投資有価証券の取得による支出 △74,806 

投資活動によるキャッシュ・フロー △965,867 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 株式の発行による収入 43,860 

２ 配当金の支払額 △99,184 

財務活動によるキャッシュ・フロー △55,324 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △517 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △837,680 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,431,547 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 1,593,867 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）たな卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法を採

用しております。 

(1）たな卸資産 

商品 

 総平均法による原価法を

採用しております。 

(1）たな卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法を採

用しております。 

  (2）有価証券 

関連会社株式 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

(2）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法

を採用しております。 

(2）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採

用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  
器具及び備品 ４～６年

    

  (2）無形固定資産 

① コンテンツ配信目的のソフ

トウェア 

 コンテンツ配信目的のソフ

トウェアについては、見込利

用可能期間（３年）に基づく

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

① コンテンツ配信目的のソフ

トウェア 

同左 

(2）無形固定資産 

① コンテンツ配信目的のソフ

トウェア 

同左 

  ②     ― ② 営業権 ②     ― 

     定額法（５年）を採用して

おります。 

 

  ③ その他無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

③ その他無形固定資産 

同左 

③ その他無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等の特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当期の負担額を計上しておりま

す。 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

―  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

６ 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する、短期的な投

資からなっております。 

― ― 

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） 

 「投資有価証券」は、前中間会計期間において「投資

その他の資産」に含めて表示しておりましたが、当中間

会計期間末において資産総額の100分の５を超えたため、

区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金額

は、０千円であります。 

（中間貸借対照表関係） 

 「繰延税金負債」は、前中間会計期間において固定負

債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

会計期間末において資産総額の100分の５を超えたため、

区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間末の「繰延税金負債」の金額

は、96,390千円であります。 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

146,141千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

123,802千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

178,802千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性がないため、流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２     ───── 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 72千円 受取配当金 2,000千円

受取利息 281千円

受取利息 139千円

 ２ 減価償却実施額  ２ 減価償却実施額  ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 24,922千円

無形固定資産 10,678千円

有形固定資産 24,947千円

無形固定資産 15,870千円

有形固定資産 58,707千円

無形固定資産 25,972千円

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

────── ────── 

現金及び預金勘定 2,393,867千円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△800,000千円

現金及び現金同等物 1,593,867千円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

─────  リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

─────   ───── 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額   (2）未経過リース料期末残高相当額 

─────   ───── 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

  (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 944千円

減価償却費相当額 798千円

支払利息相当額 8千円

  支払リース料 944千円

減価償却費相当額 798千円

支払利息相当額 8千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

  (5）利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成15年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

当中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成16年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引） 

（持分法損益等） 

種類 

前中間会計期間末（平成15年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 114,300 391,500 277,200 

種類 
前中間会計期間末（平成15年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式 74,806 

(2）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 100,000 

合計 174,806 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を利用

しておりませんので、該当事項はあ

りません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

関連会社に対する投資

の金額 
74,806千円

持分法を適用した場合

の投資の金額 
72,502千円

持分法を適用した場合

の投資損失の金額 
2,304千円

────── ────── 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 52,121円86銭

１株当たり中間純利益 4,765円83銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
4,662円88銭

１株当たり純資産額 62,729円78銭

１株当たり中間純利益 3,134円27銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
3,097円82銭

１株当たり純資産額 61,490円86銭

１株当たり当期純利益 9,232円28銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
9,058円49銭

  
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（千円） 318,060 211,481 639,013 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 20,000 

（うち利益処分による役員賞与金 

（千円）） 
(－) (－) （20,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
318,060 211,481 619,013 

普通株式の期中平均株式数（株） 66,737 67,474 67,048 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 1,473 793 1,286 

（うち新株予約権（株）） (1,473) （793） （1,286） 

希薄化を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類 

(新株予約権の数260個) 

新株予約権２種類 

(新株予約権の数727個) 

新株予約権１種類 

(新株予約権の数300個) 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 該当事項はありません。 第三者割当増資による新株発行 

 当社は、事業の共同展開と３セグメントデジタルラ

ジオ放送の共同推進を目的とした戦略的提携・協業関

係の構築、並びに業容の拡大と更なる成長・発展の実

現を図るために、平成16年10月８日開催の取締役会決

議に基づき下記の第三者割当増資を行いました。 

 新規事業として立ち上げましたコマース事業の拡大

のための費用として20億円程度、また海外事業の展開

に伴う費用として10億円程度、残額は運転資金として

使用する予定であります。 

 (1) 発行する株式の種類及び数  普通株式 25,000株

 (2) 発行価額 １株につき金 175,000円

 (3) 発行価額の総額 金 4,375,000千円

 (4) 資本に組み入れる額 金 2,187,500千円

 (5) 申込期間 平成16年10月26日

 (6) 払込期日 平成16年10月26日

 (7) 配当起算日 平成16年10月１日

 (8) 割当先 株式会社エフエム東京

 (9) 資金の使途  

 該当事項はありません。 
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